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国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI※）が起草し、2019年9月に発足した「責任銀行原則（PRB ＝ Principle 
for Responsible Banking）」に日本の地方銀行として初めて署名し、世界の 300を超える署名金融機関とともに、サステナ
ビリティをビジネスの中心に据えた金融の実践に取り組んでいます。

責任銀行原則は、社会の持続可能な繁栄が銀行業の発展につながるという認識のもと、銀行自らが SDGs やパリ協定に整
合した事業戦略を定め、金融仲介機関として主導的な役割と責任を果たしていくためのフレームワークです。署名銀行は、6
つの原則に従って、事業活動が環境や社会にもたらすネガティブ・インパクト（悪影響）を低減する一方で、ポジティブ・インパ
クト（好影響）を増大させるよう、自ら戦略と目標を設定し、お客さまをはじめとするステークホルダーと協力して取り組みます。

■責任銀行原則 ６つの原則

当行は、責任銀行原則が定める以下の原則に対して、真摯に取り組みます。

■実施に向けたステップ（情報開示）

責任銀行原則は署名金融機関に対して、以下のステップに沿って取り組みを実施し、状況を開示するよう義務付けていま
す。具体的には、署名より18カ月以内に第1回目の、その後は毎年、責任銀行原則に関する報告と自己評価を開示し、4 年以
内にインパクト分析、目標設定と実施、説明責任を果たすことを求めています。

当行は、2021 年度に第 1 回目の開示を行い、以後毎年、責任銀行原則に沿った開示を実施しています。

■インパクト評価の考え方

当行は、UNEP FI が公表しているインパクトプロトコルに従い、当行の事業活動を対象としたインパクト評価を実施してい
ます。インパクト評価を通じて、環境や社会に対して影響を与える「最もポジティブな領域」と「最もネガティブな領域」を特定
し、ポジティブな領域はさらに増大させ、ネガティブな領域は回避・低減を図ることで、地域の持続可能な繁栄につなげます。

※国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）
国連環境計画（1972 年に設立された国連の補助機関）が 1992 年に設立。世界各地の 500 以上の金融機関等が参加するパートナーシップで、経済的発展と ESG（環境・
社会・ガバナンス）への配慮を統合した金融システムへの転換を進めている。

原則 1：整合性（アライメント）
事業戦略を、持続可能な開発目標（SDGs）やパリ協
定および各国・地域の枠組みで表明されているよう
な個々人のニーズおよび社会的目標と整合させ、貢
献できるようにする。

原則 2：インパクトと目標設定
人々や環境に対して、我々の事業および提供する商
品・サービスがもたらすリスクを管理しネガティブ・イ
ンパクト（悪影響）を低減する一方で、継続的にポジ
ティブ・インパクト（好影響）を増加させる。そのため
に、重大なインパクトを与える可能性のある分野に関
して目標を設定してそれを公表する。

原則 3：顧客（法人・リテール）
顧客と協力して、持続可能な慣行を奨励し、現在と将
来の世代に共通の繁栄をもたらす経済活動を可能に
する。

原則 4：ステークホルダー
これらの原則の目的をさらに推進するため、関係する
ステークホルダーと積極的に協力する。

原則 5：ガバナンスと企業文化
効果的なガバナンスと責任ある銀行としての企業文
化を通じて、これらの原則に対するコミットメントを実
行する。

原則 6：透明性と説明責任
これらの原則の個別および全体的な実施状況を定
期的に見直し、ポジティブおよびネガティブ・インパク
ト、および社会的目標への貢献について、透明性を保
ち、説明責任を果たす。

顧客・
ステークホルダー

地域社会

銀行

地域の課題を解決する
インパクトの共創 連携・協力金融機能の発揮

持続可能性向上支持

繁栄発展

銀行が社会に与える
インパクトを分析（ど
の分野に最大の影響
を与えられるか）。

インパクトを及ぼす分
野に最低 2 つの目標
を設定。達成に向け
て戦略を立て実行。

分析内容や目標設定、
実施状況について自己
評価し、第三者保証を
受けて開示する。

STEP 01 STEP 02 STEP 03
以降
年1回の
開示を行う。

当行は、第三者保証を受けた報告書
をホームページで開示しています。
詳しくはこちらからご覧ください。

https://www.shigagin.com/csr/report/

インパクト評価に基づく取り組みのイメージ

イン 評 に基 く り みの ＞

地域

事業分野
ポート
フォリオ

健全な
経済

生活

正義

生物
多様性

気候

最もポジティブな
影響を与える
領域を特定

最もネガティブな
影響を及ぼす
領域を特定

回避・
低減

分析

さらに
増大
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■ CSR を基盤として滋賀銀行グループのＳＸを実現

企業のサステナビリティと社会のサステナビリティを同期化するため
の経営・事業変革を意味する SX（サステナビリティ・トランスフォーメー
ション）に向けて、多くの企業が取り組みを始めています。

当行は、「地域社会」「役職員」「地球環境」を CSR の三本柱として、さ
まざまな地域貢献活動、環境ボランティア活動から社会的課題解決型
の商品・サービスの提供までさまざまな取り組みを展開してきました。

気候変動や生物多様性などの地球規模の課題から地域特有の課題
まで、地域金融機関ならではのアプローチで SX を実現し、長期的・持
続的に成長原資を生み出す力（稼ぐ力）の向上に努めていきます。

■琵琶湖は「未来からの預かりもの」

当行が本拠を置く滋賀県では、人々の生活とともにある琵琶湖を「未来からの預かりもの」とする考え方が根付いています。
約 60 の固有種を含む 1,700 種以上の水生動植物が生息し、近畿圏 1,450 万人の生活や産業を支え、およそ 400 万年も
の歴史を刻んできた世界有数の古代湖である琵琶湖を、自然豊かなままの姿で “ 未来に返す ”。それが、現代を生きる私た
ちの使命だと認識しています。

当行は、近江商人の「三方よし」の精神を受け継ぐ金融機関として、1990 年代から環境を経営に取り入れた「環境経営」を
実践し、さまざまな環境金融商品・サービスの展開を通じて環境問題の解決に努めてきました。気候変動や生物多様性への
関心が高まるなか、これまでの経験で培ったアドバンテージを ESG 金融へと発展させ、社会に還元していくことで、地球環境
保全と企業価値向上の両立につなげています。

■サステナビリティに関するガバナンス

当行は、サステナビリティを事業活動の中核的なテーマ
として認識し、取締役会において議論し、経営戦略やリス
ク管理に反映しています。具体的な対応や取り組みは、取
締役頭取を委員長として設置したサステナビリティ委員会
で協議し、委員会での議論の内容は、少なくとも年 1 回の
頻度で取締役会に報告されます。また、取締役会は、報告
された内容に対し適切に監督する態勢を構築しています。

サステナビリティ委員会は、常勤役員、全部室長、連結
子会社社長をメンバーに年 3 回開催しています。委員会
では、地域の脱炭素化をはじめとする中長期的な経営課
題をテーマとして、責任銀行原則が定めるインパクト分析
やＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）が推
奨するシナリオ分析等の結果、ISO14001 に基づいた環
境マネジメントシステムなどを活用しながら、対応方針や
取組計画等を審議しており、重要な事項については経営
会議（常務会）や取締役会へ内容を報告しています。

地球環境との「共存共栄」への取り組み

サステナビリティ
方針

環境方針 生物多様性保全
方針

1．マテリアリティの特定と事業活動を通じた地域の課題解決
2．事業活動による社会的インパクトを重視した経営
3．地球環境の保全・再生に資するビジネスモデルの確立
4．人権の尊重と社会との信頼関係の構築
5．自ら考え行動できる人材の育成と職場環境の整備

（項目抜粋）

1．事業活動を通じた地球環境保全
2．環境負荷低減への取り組み
3．環境関連法規等の遵守
4．ガバナンス・マネジメント体制
5．全員参加と情報開示

（項目抜粋）

1．役職員の理解と持続可能な
  利用に貢献する活動
2．地域の皆さまとの取り組みの拡大と強化
3．環境対応型金融商品・サービスの
  開発、提供

（項目抜粋）

1．基本的な考え方
2．ポジティブ・インパクトの拡大に資する投融資への取組方針
3．ネガティブ・インパクトを包含する可能性のある
投融資への取組方針

（項目抜粋）サステナブルな
社会の実現に向けた
投融資方針

■サステナビリティに関する基本方針

当行は、1999 年に「環境方針」、2010 年に「生物多様性保全方針」を制定し、経営上の重要課題として気候変動・生物
多様性保全への取り組みを進めてきました。また、2020 年 10 月に「サステナビリティ方針」、2023 年 1 月に「サステナブ
ルな社会の実現に向けた投融資方針」を制定し、地球環境や地域社会との「共存共栄」に向けたポジティブ・インパクトの増
大とネガティブ・インパクトの回避・低減に向けた取り組みを進めています。

展
開

ＳＸ（サステナビリティ・トランス
フォーメーション）を実現

企業のサステナビリティと
社会のサステナビリティを同期化

社会的課題解決型の
商品・サービスへ展開

地域貢献活動を通じて社会的課題に
関する知見を蓄積

取締役会（監督）

常務会（執行）

サステナビリティ委員会

各部室・関連会社

事業活動

サステナブル戦略室

■これまでの歩み

国連環境計画・金融イニシアティブ
（UNEP FI）に署名

環境方針を制定

CSR 憲章（経営理念）を制定

生物多様性保全方針を制定

「しがぎん SDGs 宣言」を発表

TCFD 提言への賛同を表明

責任銀行原則に署名
サステナビリティ方針を制定

“ しが CO2ネットゼロ” を挑戦項目に設定

TNFDアダプターへ登録

「GXリーグ」に参画

サステナブルな社会の実現に向けた
投融資方針を制定

ISO14001 認証を取得

温室効果ガス（CO2）削減目標を経営計画に設定
CSR 委員会を設置（2020年にサステナビリティ委員会へ改組）

1999年

2000年

2001年

2004年

2007年

2010年

2017年

2018年

2020年

2021年

2024 年

2023年
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財務への影響（シナリオ分析）
当行は、公的機関等が公表している複数の将来シナリオを参照し、シナリオ分析を行うことで気候変動に関連する財務的

な影響をシミュレーションしています。移行リスクとは脱炭素社会へ移行する過程で生じる規制強化等に伴うリスクを指しま
す。物理的リスクとは自然災害の激甚化等で直接的な損失が生じるリスクを指します。

分析の結果は以下の通りです。与信コストの増加による財務的影響については、中長期的な取り組みにより低減を図るこ
とが可能であることから、影響は限定的と考えられます。

当行グループ自身の脱炭素に向けた取り組み
当行は、2029年3月期までの温室効果ガス排出量（Scope1＋Scope2）のネットゼロ達成という目標を経営計画に掲げ、

脱炭素への取り組みを進めています。

※ 2024年3月期は第三者保証認証のため、基準を変更しています。
2024年3月期の温室効果ガス排出量につきましては信頼性、正確性、透明性等を確保するため、第三者保証機関による保証を受けております。

炭素関連資産
当行は、TCFD 提言を踏まえ、気候変動による財務的影

響を他業種よりも受けやすいとされるセクターに対する与
信残高を「炭素関連資産」として認識し、与信エクスポー
ジャーの集中度合いについて計測しています。

2024 年 3 月末における「炭素関連資産」の貸出金残高
に占める割合は、31.4％となっています。

■気候変動への取り組み（TCFD 提言に基づく対応）

リスク及び機会と影響の認識
当行では、短期（5年）、中期（10年）、長期（30年）の時間軸で気候変動に伴うリスクと機会を評価しています。
認識したリスク及び機会については、CO2 排出量削減に関する取り組みを進めているほか、投融資に係る戦略への反映を

検討しています。
リスク・機会の種類 事業へのインパクト 顕在時期

移行リスク

政策・規制
市場
技術

1.5℃シナリオの達成に向けた脱炭素政策や規制への対応、又は低炭素志向への市場の
変化等が投融資先の事業や業績へ及ぼす影響が当行の与信コストに及ぼす影響

中期～長期

政策 国際的な気候変動対応の高まりを受けた規制導入や変更 短期

評判 気候変動の対応や情報開示が不足した場合の風評悪化 短期

物理的リスク
急性リスク

洪水等の自然災害の増加が投融資先の事業や業績に及ぼす影響が当行の与信コストに
及ぼす影響

短期～中期～長期

洪水等の自然災害により当行資産が毀損するリスク 短期～中期～長期

慢性リスク
感染症や熱中症の増加が投融資先の事業や業績に及ぼす影響が当行の与信コストに及
ぼす影響

短期～中期～長期

機会

商品・サービス 低炭素製品やサービスの開発に係る企業の資金需要の増加 短期～中期～長期

資源効率化・
エネルギー源

脱炭素社会への移行に向けた取り組みによる企業のコスト低減や移行に係る資金需要
の増加

短期～中期～長期

評判
地域の脱炭素化に貢献する金融機関として社会的評価が高まることによるビジネス機
会の増加

中期～長期

炭素関連資産

対象セクター 貸出金残高に占める割合

エネルギー※ 4.1％

運輸 4.5％

素材・建築物 20.7％

農業・食料・林産物 2.2％

合計 31.4％

脱炭素に向けて実施しているおもな施策

業務の効率化 拠点統合、インターネット完結型の住宅ローンの提供 など

省エネのさらなる推進 LED 照明への切替、高効率な空調設備への更新

化石燃料の使用量削減 HV､EV､FCV 等への段階的な切替

再生可能エネルギーの活用 店舗の新築・改築時に太陽光発電設備を設置
本店敷地内で使用する電力を CO2 実質ゼロのプランに変更（2022 年～）

移行リスク 内容等

用いたシナリオ

NGFS（気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク）のシナリオのうち 3 つを使用
① Net Zero 2050（2050ネットゼロに向けた取り組みに直ちに着手）
② Delayed transition（2030 年まで現状維持、2030 年から 2050ネットゼロに着手）
③ Current Policies（追加的な措置は取られず、現状維持のまま温暖化が進行）

分析対象セクター 気候変動リスクの影響度と当行のエクスポージャーの 2 つの観点から次のセクターを選定
①電力セクター ②石油・石炭・ガス ③運輸セクター（陸運）

分析対象期間 2023 年 3 月末を基準として 2050 年まで

指標 与信関連費用（与信コスト） ※ 債務者区分判定に基づく与信コスト

分析結果 累計で 55 億円～ 120 億円程度の与信コスト増加

物理的リスク 内容等

用いたシナリオ IPCC の「RCP8.5シナリオ」（4℃シナリオ）
※ 100 年に 1 度規模の洪水が発生した場合を想定

分析対象地域 滋賀県全域及び京都府全域 日本国内

分析対象先 事業性融資先（大企業を除く） 当行店舗

指標
浸水被害の影響による与信関連費用（与信コスト）
①与信取引先の営業停止に伴う売上減少を踏まえた債務者区分の悪化
②不動産担保の毀損による保全率の低下

当行の店舗を出店している日本国内 106 拠点に
おける浸水リスク

分析結果 およそ 25 億円程度の与信コスト増加 38 拠点（35.8％）で浸水が発生

※ 再生可能エネルギー発電事業を除く
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CO2 排出量（Scope1 ＋ Scope2）の推移
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■生物多様性保全

ネイチャーポジティブ（自然再興）に向けた取り組み（TNFD 提言に基づく対応）
私たちは古くから琵琶湖を中心とした自然資本による恩恵（生態系サービス）を

受けてきました。その恩恵は、滋賀県の歴史、産業、食文化、生活様式にまで幅広
く及んでおり、かけがえのない存在となっています。一方で、土地開発や地球温暖
化、特定外来種の影響などにより、生物多様性や生態系サービスの劣化が進んで
おり、自然資本の適切な保全・回復に向けた取り組みは、地域経済のサステナビリ
ティにおいても喫緊の課題となっています。

このような背景から、当行は生物多様性保全を重要な経営課題と認識し、生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）
で愛知目標が採択された 2010 年に、経営の基本方針として「生物多様性保全方針」を制定しました。また、2023 年に制
定した「サステナブルな社会の実現に向けた投融資方針」では、琵琶湖などのラムサール条約指定湿地、ユネスコ指定世界遺
産、ワシントン条約の規制対象種のように、国際的に保護・保全が求められている人類の財産に重大な悪影響を及ぼす事業
に対する投融資を行わない方針を定めています。

さらに、2024年1月には、自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures：
TNFD）が 2023年 9月に公表した開示提言（TNFD 提言）に賛同し、開示提言の採用者（TNFD Adopter）として登録を行
いました。自然環境に負の影響を与える資金の流れを、良い影響を与える「ネイチャーポジティブ（自然再興）」に転換してい
くため、ステークホルダーの皆さまと協力するとともに、TNFD 提言に基づく取り組みを段階的に進め、進捗状況について開
示してまいります。

当行では、エンゲージメントや ESGファイナンスを通じてお客さまの生物多様性保全への取り組みを促進するとともに、次
のような取り組みを行っています。

ストーリー性のある環境ボランティアで琵琶湖の生態系を守る “ いきものがたり ” 活動
地域の環境保護団体等と連携し、琵琶湖の生態系保全に向けた、ストーリー性のある環境ボランティア活動を展開してい

ます。春には「外来魚駆除・釣り」、夏は「森づくりサポート活動」、秋は「ヨシ苗植え」、冬は「ヨシ刈り」のほか、地域で実施さ
れるさまざまな活動にも参加しています。活動には地元企業にも参加いただいており、ステークホルダーを巻き込んだ環境
意識の高い人材育成につなげています。

当行は、「未来よし＋」を通じて購入した「びわ湖カーボンクレジット」を地域イベントのカーボンオフセット開催に活用いた
だき、脱炭素社会の実現に向けた啓発につなげています。

ポートフォリオの脱炭素に向けた取り組み
当行は、2050 年までのカーボンニュートラル社会の実現を長期戦略の達成イメージに掲げ、サプライチェーン全体の温室

効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。特に、金融機関として投融資による排出量（ファイナンスド･エミッション）の削
減が重要と認識し、地域のお客さまとのエンゲージメントを通じた脱炭素の取り組みに注力しています。

具体的な取り組みについては「脱炭素を核としたビジネス機会の創出」（→ P.43）をご覧ください。

※ PCAFスタンダードで定義されているアセットクラスのうち、「上場株式・社債」「事業性融資・
非上場株式」を対象に算定。

地域の SDGs を推進する寄付スキーム「未来よし＋（プラス）」
脱炭素関連の融資商品の利用実績に応じ

て当行が資金を拠出し、地域の SDGs を推進
する活動に寄付を行う独自のスキームです。
資金は、琵琶湖の絶滅危惧種であるニゴロブ
ナやワタカの放流事業への寄付、森林保全事
業の支援につながる「びわ湖カーボンクレジッ
ト」の購入などに充てられます。

脱炭素をサポートする「未来よし」シリーズ

『カーボンニュートラルローン未来よし』

生物
多様性

脱炭素・
森林保全

スポーツ
振興

『CO2排出量算出・管理サービス  未来よしサポート』

SDGs私募債『つながり』

『ジャストサポート「SDGsサポートプラン」』

『カーボンニュートラルアパートローン』

『スーパー住宅ローン未来よし』

脱炭素設備資金：省エネ設備 再エネ設備 EV車 等

CO2排出量を算出・管理するクラウドシステムで
脱炭素経営をサポート

寄付型私募債

ダイレクト型消費者ローン 太陽光発電・蓄電池購入

ZEHアパート・ZEB賃貸物件の建築資金

太陽光パネル・蓄電池等創エネ・蓄エネ設備の
設置を伴う住宅購入

「未来よし＋」による寄付先の例

滋
賀
銀
行

寄付

寄付

寄付

環境ボランティア
～「いきものがたり」活動～

計測項目 2024 年 3 月期
（t-CO2）

Scope1 直接的エネルギー消費（ガス、ガソリン、軽油など） 620
Scope2 間接的エネルギー消費（電気、熱などの使用） 3,389
Scope3 その他の間接的なエネルギー消費 16,480,774

カテゴリ1 購入した製品・サービス 19,757
カテゴリ2 資本財 2,349
カテゴリ3 エネルギー関連活動 1,018
カテゴリ4 輸送、配送（上流） 272
カテゴリ5 廃棄物 68
カテゴリ6 出張 131
カテゴリ7 通勤 878
カテゴリ15 投資※ 16,456,300

合計 16,484,783

アセットクラス 排出量
●上場株式 ●社債 4,315,829
●事業性融資 ●非上場株式 12,140,471

うち
事業性融資

エネルギー 1,785,366
運輸 1,205,165
素材・建築物 5,231,008
農業・食料・林産物 1,382,668
その他 2,522,972

ファイナンスド・エミッション （t-CO2）

2023年度にカーボンオフセット開催に
協力させていただいた地域イベント

● イナズマロックフェス2023 （30トン オフセット）
● 滋賀レイクス2023-24シーズンホームゲーム 
（30トン オフセット）

● びわ湖マラソン2024 （37トン オフセット）
● コウカEXPO2023 （3トン オフセット）

Scope3
99.98

Scope2
0.02%

%

%
Scope1
0.003

Scope1、2、3
の構成割合

ニゴロブナの放流
ワタカの放流

ヨシ刈り（冬）

ヨシ苗植え（秋）
森づくりサポート活動（夏）

外来魚駆除・釣り（春）
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地域の魅力を高めることは、私たち地域金融機関にとって、究極の使命のひとつと言えます。地域が魅力を失えば、人口
減少やコミュニティの崩壊につながり、反対に、地域の魅力が高まれば、交流人口の増加や雇用の創出につながり、持続
可能な繁栄が訪れます。地域の誰もが幸せに暮らせる魅力的な地域社会に向けて、当行はビジネスの枠を超えてさまざま
な取り組みを展開しています。

誰もが幸せになれる魅力あふれる地域社会へ

当行は、グループ会社の株式会社しがぎん経済文化センターを中心に、さまざまなイ
ベントや文化事業を実施して、地域の皆さまに参加・交流いただける機会を提供してい
ます。恒例の「第九コンサート」では、毎年多くの方にご参加いただいています。

■ さまざまな文化に触れ、体験できる機会を
  ～しがぎん経済文化センター～

2023年10月1日の当行創立90周年を記念して、当行を支えていただいているお客さまや地域の皆さまへの感謝の気持
ちを込めて、さまざまな「SDGs未来よし活動」（記念事業）を展開しました。100周年、さらにその先の未来を見据えて、サ
ステナブルな取り組みを継続していきます。

■ 地域の皆さまへの感謝を込めて創立90周年記念事業を展開

滋賀県内の福祉事業に限定したユニークな助成を行っています。創設者の「当行を
支えていただいている地域の皆さまに何とかお礼がしたい」との思いを受け継ぎ、これ
までに累計で536件、4億1,301万円の助成を行いました。

■ さらなる福祉の向上を目指して ～しがぎん福祉基金～

毎年7月～9月にかけて「『ユニセフ外国コイン』募金活動」を全店で実施しています。
地域の皆さまにご協力いただいて集まった外国のコインを、ユニセフの活動に役立て
ていただいています。2013年から開始し、これまでに寄贈したコインの総重量は
223.4㎏となりました。

■ 世界の子どもたちの健康と笑顔を守る
  ～「ユニセフ外国コイン」募金活動～

未来を担う子どもたちの健全な育成と地域共感に向けて、小学生を対象とした滋賀
県内最大のサッカー大会「しがぎんカップ（SFA U-12サッカー選手権大会）」の開催に
協賛しています。

■ 子どもたちの健やかな成長を願って

当行の女子バスケットボール部「Lake Venus（レイクビーナス）」は、小学校の特別
授業でゲストティーチャーとして協力し、バスケットボール教室を実施しています。特
別授業を通して、子どもたちの関心を広げ、自ら学んでいこうとする気持ちを養います。

■ アスリートが地域の子どもたちを指導

当行の役職員が各地でSDGsやMLGs（マザーレイクゴールズ）の
達成に向けたボランティア活動を展開しました。

～教育活動編～

光泉カトリック高等学校での出前授業 中学生を対象とした職場体験

創立90周年記念ガラ・コンサート

90周年を節目に、各地の学校等へ行員が出向き、SDGsや
金融リテラシーの出前授業を行いました。
地域の未来を担う子どもたちの健全な育成に向けて、当行
ならではの教育活動を今後も展開していきます。

～その他の事業～

2023年10月29日、びわ湖ホールで「創立90周年記念ガラ・コンサート」を開催しました。日本を
代表するギタリスト・村治佳織さんと滋賀県ゆかりの世界的指揮者・篠﨑靖男さんをお迎えし、大
阪交響楽団に滋賀県ゆかりの演奏家を加えたスペシャル・オーケストラを編成。大津児童合唱団や
大津ジュニアオーケストラの皆さんにも出演いただき、会場は美しい音色に包まれました。

・京都と大津をつなぐ
  琵琶湖疏水清掃ウォーク

・セレッソ大阪ヤンマー
  レディースによる
  ホーム戦への協賛 ・石山寺の整備保全

  プロジェクト

京都・山科エリア

・びわ湖マラソンの
  ボランティア

・水口岡山城山頂
  までの清掃活動
・十二坊トレイルラン＆
  ウォーク大会運営
  ボランティア

水口エリア

・河辺いきものの森
  里山保全活動

八日市エリア

・地域の清掃活動へ
  エリア全店で取り組み

東京東海エリア

・フードドライブ
・赤い羽根共同募金
  ガチャガチャ

彦根エリア

・清水山城のろし駅伝の
  ための事前整備活動

湖西エリア

・くさつランフェスティ
  バルへの参加および
  ボランティア参加

湖南エリア

・観音寺城跡整備
  プロジェクト

八幡エリア

・「こだかみ茶」
  茶摘みの集い

湖北エリア

・赤野井湾・小津袋
  クリーン大作戦

東湖南エリア

・フードドライブ

本部・関連会社

大阪エリア

大津エリア

・蘆花浅水荘の整備
  保全プロジェクト

・瀬田川の整備保全
  プロジェクト

東大津エリア

しがぎんカップの開催に協賛

小学生向けバスケットボール教室

～SDGs活動編～

SHIGA

KYOTO

OSAKA
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